
(3) 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として障がい者、高齢者等が利用する
男子用小便器を設ける場合においては、両側に手すりのある床置式の小便器、
壁掛式の小便器（受け口の高さが35cm以下のものに限る。）その他これに類
する小便器を１以上設けること。
※ 子供や高齢者等の利用に配慮した両側手すり付きの受け口の低い小便器の設
置を求めています。

(4) 便所には、次に定める構造及び設備を有する洗面器を１以上設けること。

イ カウンター埋め込み式とするか又は手すりを設置すること。ただし、多機
能便房内に設けられた洗面器については、この限りではない。

ロ 水栓器具は、レバー式、光感知式その他障がい者、高齢者等が容易に操作
できるものとし、高さにも配慮すること。
※ 障がい者等の利用に配慮した構造の洗面器を設けることを求めています。
※ 整備基準の洗面器には、手洗器を含みます。

(5) 官公庁施設、医療施設、社会福祉施設（母子福祉施設、母子健康センター
及び保健センターに限る。）、商業施設（遊技施設を除く。）、文化施設、
体育施設、宿泊施設又は集会施設で、用途面積が2,000㎡以上のものに不特定
かつ多数の者が利用し、又は主として障がい者、高齢者等が利用する便所を設
ける場合においては、次に定める構造の便所を１以上（男女用の区別があると
きは、それぞれ１以上）設けること。

イ 乳幼児いすその他乳幼児を座らせることができる設備（以下「乳幼児いす
等」という。）のある便房を１以上設けること。

ロ 乳幼児ベッドその他乳幼児のおむつ替えのできる設備（以下「乳幼児ベッ
ド等」という。）を１以上設けること。ただし、便所以外におむつ替えの
できる場所を設ける場合は、この限りでない。

ハ 乳幼児いす等又は乳幼児ベッド等のある便房及び便所の出入口付近には、
当該設備が設置されていることを適切な方法で表示すること。

(6) 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として障がい者、高齢者等が利用する
便所を設ける場合で、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律
（平成18年法律第91号）第14条第1項の規定の適用を受けるとき並びに用途面
積が2,000㎡以上の地方公共団体の設置する高等学校及び中等教育学校（後期
課程に限る。）は、次に定める設備のある便房を１以上（男女の区別がある
ときは、それぞれ１以上）設けること。

イ 人工肛門又は人口膀胱を使用している者（以下「オストメイト」とい
う。）のための汚物流しを設けた洗浄設備（ただし、既存便所の改修を行
う場合等で構造上やむを得ないときは、簡易洗浄装置とすることができ
る。）を設けること。

ロ イに定める洗浄設備が設置されている便房及び当該便房が設置されている
便所の出入口付近には、オストメイトのための洗浄設備が設置されているこ
とを適切な方法で表示すること。
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